
長瀬産業株式会社

損　　益　　計　　算　　書

当　　　期 前　　　期

自  平成11年4月 1日 自  平成10年4月 1日 前　　　年　　　比

科　　    目 至  平成12年3月31日 至  平成11年3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 増　減　額 増減率

　百万円 ％ 　百万円 ％ 　百万円 ％

Ⅰ 売 上 高 489,639 100.0 490,672 100.0 △ 1,033 △ 0.2

Ⅱ 売 上 原 価 455,142 93.0 454,857 92.7 285 0.1

売 上 総 利 益 34,496 7.0 35,815 7.3 △ 1,318 △ 3.7

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 30,137 6.1 30,422 6.2 △ 285 △ 0.9

営 業 利 益 4,359 0.9 5,392 1.1 △ 1,033 △ 19.2

Ⅳ 営 業 外 収 益 4,259 0.8 4,160 0.8 99 2.4

  1. 受    取    利    息 ( 529 ) ( 635 ) ( △ 105 ) ( △ 16.7 )

  2. 受   取   配  当  金 ( 1,970 ) ( 1,617 ) ( 353 ) ( 21.8 )

  3. その他の営業外収益 ( 1,759 ) ( 1,907 ) ( △ 147 ) ( △ 7.7 )

Ⅴ 営 業 外 費 用 2,599 0.5 2,799 0.5 △ 200 △ 7.1

  1. 支払利息 及び 割引料 ( 265 ) ( 330 ) ( △ 65 ) ( △ 19.8 )

  2. 有 価 証 券 評 価 損 ( 1,420 ) ( 1,775 ) ( △ 355 ) ( △ 20.0 )

  3. その他の営業外費用 ( 913 ) ( 692 ) ( 220 ) ( 31.9 )

経 常 利 益 6,020 1.2 6,753 1.4 △ 733 △ 10.9

Ⅵ 特 別 利 益 264 0.0 822 0.2 △ 558 △ 67.9

  1. 固 定 資 産 処 分 益 ( 91 ) ( 430 ) ( △ 338 ) ( △ 78.7 )

  2. 前  期  損  益  修  正 ( 172 ) ( 391 ) ( △ 219 ) ( △ 56.0 )

Ⅶ 特 別 損 失 93 0.0 248 0.1 △ 154 △ 62.4

  1. 固 定 資 産 処 分 損 ( 93 ) ( 248 ) ( △ 154 ) ( △ 62.4 )

税 引 前 当 期 純 利 益 6,190 1.2 7,327 1.5 △ 1,137 △ 15.5

法人税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,874 0.4 3,863 0.8 △ 1,989 △ 51.5

法 人 税 等 調 整 額 189 0.0 － － 189 － 

当 期 純 利 益 4,127 0.8 3,464 0.7 662 19.1

前 期 繰 越 利 益 2,514 3,621 △ 1,107

過 年 度 税 効 果 調 整 額 2,868 － 2,868

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 高

12 － 12

合併による未処分利益受入額 272 － 272

自 己 株 式 消 却 額 2,117 2,355 △ 237

当 期 未 処 分 利 益 7,677 4,731 2,946
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長瀬産業株式会社

 貸　　借　　対　　照　　表

当　　期 前　　期 当　　期 前　　期
前 年 比 前 年 比

科 　　目 (12.3.31) (11.3.31) 科      目 (12.3.31) (11.3.31)

金　　額 金　　額 増減額 金　額 金　額 増減額

　百万円 　百万円 　百万円 　百万円 　百万円 　百万円

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

Ⅰ 流　動　資　産 190,173 182,010 8,162 Ⅰ 流　動　負　債 134,598 135,638 △ 1,039

1. 現金 及び 預金 4,682 5,651 △ 969 1. 支 払 手 形 5,105 6,615 △ 1,509

2. 受  取  手  形 35,297 36,907 △ 1,610 2. 買 掛 金 107,698 102,848 4,849

3. 売    掛    金 125,215 117,598 7,617 3. 短 期 借 入 金 7,229 6,891 338

4. 有  価  証  券 4,998 4,117 880 4. ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 3,000 4,000 △ 1,000

5. 自  己  株  式 0 0 0 5. 未 払 金 1,940 1,961 △ 20

6. 商          品 14,571 14,274 296 6. 未払法人税等 380 3,742 △ 3,361

7. 前    渡    金 41 165 △ 123 7. 未 払 費 用 3,322 3,304 18

8. 繰 延 税 金 資 産 880 － 880 8. 前 受 金 135 142 △ 7

9. その他の流動資産 5,360 4,325 1,034 9. 預 り 金 2,411 2,768 △ 356

10. 貸 倒 引 当 金 △ 873 △ 1,030 156 10. 前 受 収 益 14 21 △ 6

11. その他の流動負債 3,359 3,342 16

Ⅱ 固　定　資　産 59,926 59,218 707

1. 有形固定資産 9,360 9,554 △ 194 Ⅱ 固　定　負  債 9,537 3,559 5,978

(1) 建 物 ( 4,460 ) ( 5,136 ) ( △ 676 ) 1. 社 債 7,000 － 7,000

(2) 構 築 物 ( 345 ) ( 411 ) ( △ 65 ) 2. 長 期 借 入 金 500 500 － 

(3) 機 械 装 置 ( 382 ) ( 401 ) ( △ 18 ) 3. 退職給与引当金 1,365 1,730 △ 365

(4) 車 両 運 搬 具 ( 14 ) ( 18 ) ( △ 4 ) 4. 役員退職慰労引当金 672 1,329 △ 656

(5) 工 具器具備品 ( 978 ) ( 804 ) ( 173 ) 負   債   合   計 144,136 139,197 4,939

(6) 土 地 ( 3,178 ) ( 2,781 ) ( 396 )

2. 無形固定資産 77 102 △ 25

(1) 電 話 加 入 権 ( 26 ) ( 42 ) ( △ 15 ) ＜ 資 本 の 部 ＞

(2) 諸 利 用 権 ( 50 ) ( 60 ) ( △ 9 ) Ⅰ 資　　本　　金 9,699 9,699 － 

3. 投資その他の資産 50,488 49,561 927 Ⅱ 資 本 準 備 金 9,634 9,634 － 

(1) 投 資有価証券 ( 37,875 ) ( 38,098 ) ( △ 223 ) Ⅲ 利 益 準 備 金 2,424 2,424 － 

(2) 関 係会社株式 ( 7,407 ) ( 7,358 ) ( 48 ) Ⅳ その他の剰余金　 84,203 80,272 3,931

(3) 関係会社出資金 ( 34 ) ( 24 ) ( 10 ) 1. 圧縮記帳積立金 16 31 △ 14

(4) 長 期 貸 付 金 ( 594 ) ( 957 ) ( △ 363 ) 2. 別 途 積 立 金 76,510 75,510 1,000

(5) 繰 延税金資産 ( 1,798 ) ( － ) ( 1,798 ) 3. 当期未処分利益 7,677 4,731 2,946

(6) その他の投資等 ( 2,851 ) ( 3,209 ) ( △ 357 )

(7) 貸 倒 引 当 金 ( △ 74 ) ( △ 87 ) ( 13 ) 資   本   合   計 105,963 102,031 3,931

資   産   合   計 250,099 241,229 8,870 資本 及び 負債合計 250,099 241,229 8,870
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長瀬産業株式会社

利　　益　　処　　分　　案

摘　　　　　要
当　　　期
（第８５期）

前　　　期
（第８４期）

増　減　額

　百万円 　百万円 　百万円

当 期 未 処 分 利 益 7,677 4,731 2,946

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 高 1 2 △ 1

合 計 7,678 4,733 2,945

これを次のとおり処分します。

利 益 準 備 金 － － －

株 主 配 当 金 1,132 1,168 △ 36

　１株につき８円 　１株につき８円

取 締 役 賞 与 金 50 50 －

特 別 償 却 準 備 金 積 立 額 65 － 65

別 途 積 立 金 2,000 1,000 1,000

次 期 繰 越 利 益 4,430 2,514 1,915
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長瀬産業株式会社

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のあるもの ・・・・・ 移動平均法による低価法。
上記以外の有価証券 ・・・・・ 移動平均法による原価法。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による低価法。

３．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ・・・・・ 法人税法に定める定率法を採用しております。但し、平
成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)
については、定額法を採用しております。

無 形 固 定 資 産 ・・・・・ 法人税法に定める定額法。

４．引当金の計上基準

（イ）貸 倒 引 当 金 ・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に定め
る限度額（法定繰入率）のほか、債権の回収可能性を検
討して計上しております。

（ロ）退 職 給 与 引 当 金 ・・・・・ 従業員の退職により支給する退職給与に充てるため引当
したものであります。退職金規定に基づく期末要支給額
の引当を基礎とし、適格退職年金制度（定年による退職
金の100%相当額を年金とする制度）における年金資産残
高を控除した額が引当金残高となるよう計上しておりま
す。

（ハ）役員 退 職 慰 労 引 当 金 ・・・・・ 役員の退任により支給する退職慰労金に充てるため引当
したものであります。内規に基づき算出される額の全額
を引当しております。なお、この役員退職慰労引当金
は、商法第287条ノ2に規定する引当金であります。

５．リース取引の会計処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の処理方法

税抜方式。

（会計処理の方法の変更）

外貨建短期金銭債権債務については､従来取得時又は発生時の為替相場により円換算しておりま
したが､当事業年度から「外貨建短期金銭債権債務に関する当面の監査上の取扱いについて」(
平成7年7月25日日本公認会計士協会・監査委員会報告第55号)に基づき、決算時の為替相場によ
り円換算しております。この変更により、従来と同一の基準によった場合に比し､経常利益及び
税引前当期純利益は､それぞれ15百万円増加しております。

（追加情報）

  ・税効果会計の適用
財務諸表等規則の改正により､当事業年度から税効果会計を適用しております。
この変更により､従来の方法によった場合に比し､繰延税金資産2,679百万円（流動資産880百万
円､投資その他の資産1,798百万円) が新たに計上されるとともに､当期純利益は189百万円少な
く､当期未処分利益は2,679百万円多く計上されております｡
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長瀬産業株式会社

（注記事項）
（　当　期　） （　前　期　）

１．貸借対照表に関する事項

① 有形固定資産減価償却累計額 12,863 百万円 12,731 百万円

② 関係会社に対する資産及び負債

受取手形及び売掛金 32,047 百万円 29,306 百万円

支払手形及び買掛金 7,780 百万円 6,654 百万円

③ 担保に供している資産（帳簿価額） 419 百万円 726 百万円

④ 保証債務 7,666 百万円 8,839 百万円

⑤ 輸出手形割引残高 570 百万円 539 百万円

⑥ 自己株式の数 株 式 数 752 株 413 株

⑦ 期末発行済株式数の減少内訳

自己株式の消却による減少 消 却 株 式 数 4,542,000 株 5,349,000 株

取 得 価 額 2,117 百万円 2,355 百万円

２．損益計算書に関する事項

① 関係会社との取引高

売      上      高 106,559 百万円 111,607 百万円

受  取  配  当  金 723 百万円 744 百万円

収  入  賃  貸  料 605 百万円 649 百万円

② 研究開発費 579 百万円 －

３．リース取引に関する事項

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
  ース取引

① リース物件の取得価額相当額､減価償却 取得価額相当額 1,486 百万円 2,344 百万円

累計額相当額及び期末残高相当額

減価償却累計額
相 当 額

705 百万円 1,274 百万円

期末残高相当額 780 百万円 1,069 百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 779 百万円 1,236 百万円

③ 支払リース料､減価償却費相当額及び 支 払 リ ー ス 料 680 百万円 761 百万円

支払利息相当額

減価償却費相当額 627 百万円 658 百万円

支払利息相当額 55 百万円 98 百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法

減価償却費相当額
の 算 定 方 法

利 息 相 当 額
の 算 定 方 法

リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする
定額法によっております。

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。
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長瀬産業株式会社

４．税効果会計に関する事項

（　当　期　）

① 繰延税金資産・繰延税金負債の発生の （繰延税金資産）
主な原因別の内訳 投資有価証券 1,273 百万円

長期前払費用 267 百万円

未払事業税等 76 百万円

賞与引当金 272 百万円

役員退職慰労引当金 282 百万円

その他 566 百万円

　繰延税金資産合計 2,738 百万円

（繰延税金負債）

圧縮記帳積立金 11 百万円

特別償却準備金 47 百万円

　繰延税金負債合計 59 百万円

　繰延税金資産の純額 2,679 百万円

② 「法定実効税率」と「税効果会計適用後
 の法人税等の負担率」との間の差異の

法定実効税率
（調整）

42.1 ％

 原因となった主な項目別の内訳 交際費等永久に損金に算入
されない項目

6.0 ％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△  14.2 ％

住民税均等割等 0.3 ％

その他 △   0.9 ％

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

33.3 ％
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